
1 

 

「都市再生ビジョン」委員等提出意見  ※前回の都市計画部会(H15.6.9)提出資料 

 

委員 概要・検討テーマ 

青山委員 ・都市交通・市街地整備小委員会関連 

  産業のｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ支援等都市づくりと産業政策の連携強化のための施策検討が必要 

  総合的な都市交通戦略にあたり、物流交通の検討が不可欠 

  不燃化促進等のため、税制上のインセンティブが必要 等 

・公園緑地小委員会関連 

  公園の様々な機能、存在価値を分かりやすく示す一般的な指標の検討が必要 

  緑のﾈｯﾄﾜｰｸ形成等の施策について、よ り具体的、戦略的に踏み込んだ検討が必要 

・下水道・流域管理小委員会関連 

  下水道の効率的な整備のため公園地下部分の有効利用等新たな工夫が必要 

  再開発等による面的な管渠再構築等への国の財政支援など財源の検討が必要 

  下水道管理者のﾋﾞﾙﾋﾟｯﾄへの直接関与等様々な個別課題に対応した制度の構築 

・その他 

  安全、環境の観点から都市再生における河川の位置づけが重要 

  公営住宅等の再編整備に係る特例措置、補助適用範囲の拡充等が必要 

  都市計画施設（一団地の住宅施設）の弾力的な建替を可能とする制度改正が必要 

岩沙委員 ・都市再生とは需要創造施策であり、ＩＴの進展による都心部への情報産業集積等による新たな

ニーズと価値観に合致した機能を備える都市への再生が喫緊の課題 

・民間プロジェクトによる都市の付加価値の創出と道路・公園等の整備や細分化した敷地の整

除など公共投資による都市基盤整備を一体的に推進することが重要 

家田委員 ・内水対策等河川流域における広域的な都市施策と河川施策の連携 

・観光振興に留意した都市圏郊外部、主要幹線道路沿道環境の再生 

・分権、市民参加の進展を踏まえた都市関連分野における人材育成・確保方策 

越澤委員 ・都市計画と他の施策（道路、河川、港湾、鉄道など）の連携のあり方  

・観光政策と都市計画の連携、歴史と文化を生かした都市政策 

・都市の美しさ、景観のための都市計画制度充実のあり方 

・都市計画運用指針など国の技術的助言について今後の充実のあり方 

中村委員 ・都市における農業と都市住民等の良好なパートナーシップの分析等を通じて、都市の農業が

都市再生に果たす位置付けや役割等を明確化し、その存続・保全を担保する制度、施策を

検討する必要がある。 

・ビジョン策定にあたっては、三大都市圏のみならず、中 小の都市も視野に入れる必要がある。

また、経済の動向等とは中立的な視点を確保することが重要である。 

伴委員 ・オフィス・職場という都市機能中心の政策から、住機能要素をより多く入れた政策への転換 

・住民・NPO 等の事業への参画、地域コミュニティの育成とそれによるまちの運営等 

・環境負荷低減型のコンパクトな都市空間の構築 

・コミュニティの形成等による都市における安全・安心の確保 

・国際競争力の向上を目指した臨海部の再生 

・身近な自然環境と調和する郊外居住都市としてのニュータウン再生 

・技術ネットワークの構築等による内陸産業の維持・発展 

・ﾅｼｮﾅﾙﾄﾗｽﾄ制度等による歴史・環境資源の保存など地域資源の維持・活用 

・国公有地の活用、ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ技術の確立支援等によるストック活用によるまちの再生 
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委員 概要・検討テーマ 

松尾委員 ・雨水を有効な水資源として利用するとともに、下水管は線状ﾈｯﾄﾜｰｸとして、都市内の有機性

廃棄物や熱ｴﾈﾙｷﾞｰの回収装置など役割の変化、新たな役割の付与を検討すべき 

山内委員 ・都市で再生すべきものの検討が必要、巨大再開発ﾋﾞﾙだけが求められているのか 

・都市には、人との つながりやごみごみしたまちの賑わい等も求められるのではないか 

・本当の国際競争力とは、暮らしの安心感や歴史と伝統の香りなどではないか 

・外国人から見た日本の都市の魅力はなにか 

・木造密集市街地には、日本の木の文化があり、ただ「負の遺産」と言い切れるのか 

・個性ある都市はどのようにつくられるのか 

・地方の衰退にどう対処するか、大都市都心再開発と地方活性化は矛盾しないか 

・福祉、教育、環境や産業と連携して、都市計画は、より総合的に立案・運用されるべき 

・子供の成育環境、都市における子供の権利等の視点が必要 

・超高層住宅のﾒﾘｯﾄは何なのか 

・塩漬けの土地をNPO や地域住民が管理・運営する方策の検討してはどうか 

・経済が高成長しないことを前提に都市を考えるべきでないか 

・都市ﾋﾞｼｮ゙ﾝを考える前提としてどのような暮らし方を予測するか  

 

 

（その他の提出者） 

委員 概要 

宇都宮市 ・市町村合併等による基礎自治体の規模・能力の充実拡大等を踏まえた将来像を検討する
必要がある 

佐々木元委員 ・地方都市においても対等に競争できる条件を整えることが都市の再生を進める上で重要な
要因であり、雪等の地域の特性に対応したビジョンを策定する必要がある 

平野元委員 ・人口減少局面において、既成市街地に楔形緑地（ｳｪｯｼﾞｸﾞﾘｰﾝ）を導入するなど空間コント
ロールが重要 

・大都市においては、事務所容量の総量規制等を行う成長管理計画等が必要 
・過大都市の激化に対しては、都心地域でｱｸｼｮﾝ･ｴﾘｱを設定したﾀﾞｳﾝｿﾞｰﾆﾝｸﾞ等が必要  
・地方都市においては、情報化の進展を前提とした田園居住の可能性を追及するべき 
・持続可能な社会を実現するため、地域のﾗｲﾌｻｲｸﾙｱｾｽﾒﾝﾄを推進  
・健全な情報化分散型都市化社会の構築を目指すべき 

 


